
（平成２６年１１月２７日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認東北地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件



東北（岩手）厚生年金 事案 3577 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①から⑤までに係る標準賞与額については、その主張

する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたと認められることから、申立人の株式会社Ａ（現在は、株式会社

Ｂ）における標準賞与額に係る記録を平成 16 年７月 30 日は 34 万 4,000

円、同年 12 月 30 日は 23 万 5,000 円、17 年７月 29 日は 12 万 2,000 円、

同年 12 月 30 日は５万 9,000 円、18 年７月 31 日は 12 万円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 16 年７月 30 日 

② 平成 16 年 12 月 30 日 

③ 平成 17 年７月 29 日 

④ 平成 17 年 12 月 30 日 

⑤ 平成 18 年７月 31 日 

株式会社Ａから支給された賞与が年金記録に反映されていないことが

分かったので、各申立期間に係る賞与を年金記録に反映させてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された通帳及びＣ銀行から提出された取引明細表により、

申立人は各申立期間において、株式会社Ａから賞与の支払を受けたことが

確認できる。 

また、申立人から提出された平成 16 年分、17 年分及び 18 年分の所得

税の確定申告書により確認できる社会保険料控除額は、オンライン記録に

おける 16 年、17 年及び 18 年の申立人の標準報酬月額等に基づいて算出

される社会保険料等控除額を上回ることが確認できる。 

さらに、株式会社Ａから賞与の支払を受けたとする複数の同僚が本件と



同じく標準賞与額についての申立てを行っており、その調査において当該

複数の同僚が提出した各申立期間に係る賞与明細書によると、申立人と同

日に賞与の支払を受け、当該賞与から厚生年金保険料を事業主により控除

されていたことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は各申立期間において厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたものと認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額

及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることか

ら、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の各申立期間に係る標準賞与額については、上記取

引明細表等に記載されている賞与振込額を基に算出した賞与額及び保険料

控除額から、平成 16 年７月 30 日は 34 万 4,000 円、同年 12 月 30 日は 23

万 5,000 円、17 年７月 29 日は 12 万 2,000 円、同年 12 月 30 日は５万

9,000 円、18 年７月 31 日は 12 万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る各申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、株式会社Ｂに照会しても回答が無く、こ

のほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 



東北（山形）厚生年金 事案 3581 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間の標準賞与額に係る厚生年金保険

料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当

該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 28 万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年７月 13 日 

株式会社Ａに勤務していた期間のうち、申立期間に係る賞与について

は、事業主による賞与支払届の提出が遅れたため、年金給付に反映され

ない記録とされているので、年金給付に反映されるように記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａから提出された申立人に係る平成 19 年賃金台帳から、申立

人は、その主張する標準賞与額（28 万円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に当該賞与支払届を提出し、当該賞与に係る厚生年金保険料につ

いて納付していないことを認めていることから、年金事務所は、申立人に

係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



東北（青森）国民年金 事案 1911 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年４月から 61 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52 年４月から 61 年 12 月まで 

申立期間について、私の母親が昭和 56 年１月頃に、Ａ県Ｂ郡Ｃ村

（現在は、Ｄ市）で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を３年

分ぐらいまとめて納付した。その後、Ｅ株式会社に勤務するまでの６年

間の保険料は、母親が自分の分と一緒に、毎月中旬の昼頃に集金に来て

いた同村役場（当時）の職員を通じて納付していた。 

申立期間について、国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国民年金手帳記号番号

は、平成元年８月 30 日にＣ村において払い出されていることが確認でき

る上、オンライン記録によれば、申立人の同年７月 21 日の国民年金被保

険者資格の取得に係る処理が同年９月５日に行われていることから、申立

人の国民年金の加入手続は、同年８月頃に行われたと推認できる。また、

申立人に係る同村の国民年金被保険者名簿（ＣＳＶデータ）及びオンライ

ン記録によれば、申立期間は国民年金の未加入期間とされている。 

これらのことから、申立人の母親が申立期間に係る国民年金の加入手続

を行ったことはうかがえず、申立期間の国民年金保険料を納付することは

できなかったものと考えられる上、加入手続が行われたと推認できる平成

元年８月時点においては、申立期間の保険料は時効により納付することが

できない。 

また、申立人に係る改製原附票によれば、申立人の母親が国民年金の加

入手続を行ったとする昭和 56 年１月頃は、申立人は、Ｆ県Ｇ市（現在は、 

Ｈ市Ｉ区）に住所を定めていたことが確認できることから、Ｃ村において



国民年金の加入手続を行ったとは考え難い。 

さらに、申立人は、申立期間に係る国民年金保険料の納付に関与してお

らず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行っていたとする

申立人の母親は高齢で話を聞くことができない上、Ｄ市は、「申立期間当

時、Ｃ村役場職員が国民年金保険料の集金を行っていたかは、資料が無く

不明であるが、ほとんどの国民年金被保険者は納税貯蓄組合を通して保険

料を納付していたと思われる。また、申立人が集金に来ていたとして名前

を挙げている職員は特定できなかった。」旨回答しており、申立人の申立

期間に係る国民年金の加入手続及び保険料の納付状況について確認するこ

とができない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



東北（宮城）厚生年金 事案 3578（宮城厚生年金事案 1541 及び東北（宮城）

厚生年金事案 3408 の再申立て) 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42 年５月１日から 43 年５月１日まで 

私は、申立期間について、年金記録確認Ａ地方第三者委員会（当時）

及び年金記録確認Ｂ地方第三者委員会に対して申立てを行ったが、記録

の訂正は必要でないとする結論であった。 

今回、昭和 42 年１月からＣ株式会社のＤ部署でＥ職として勤務し、

試用期間後の同年５月から同社で厚生年金保険の被保険者資格を取得し

たことを思い出した。 

申立期間当時、私が以前勤務していたＦ株式会社（現在は、Ｇ株式会

社）の同僚と文通したことや、Ｅ職として勤務した当初、Ｃ株式会社の

社長の娘が高校３年生だったことを思い出したので、同社に係る厚生年

金保険被保険者期間についてもう一度調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る１回目の申立てについて、申立人は、申立期間のうち、

昭和 41 年 12 月 28 日から 42 年 12 月 27 日までの期間はＦ株式会社に勤務

し、43 年１月７日から同年４月 30 日までの期間はＣ株式会社に勤務した

として申立てを行っており、41 年 12 月 28 日から 42 年 12 月 27 日までの

期間については、ⅰ）同僚に照会した結果、申立人の具体的な退職時期を

特定できる回答は得られなかったこと、ⅱ）申立人の雇用保険の離職年月

日と厚生年金保険の被保険者資格喪失日が符合していること、ⅲ）Ｆ株式

会社は、当時の資料を保管しておらず、ほかに申立人の当該期間における

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らないことなどを理由として、また、43 年１月７日から同年４月 30 日ま



での期間については、ⅰ）申立人と同時期にＥ職として勤務していた同僚

の証言から、Ｃ株式会社では、Ｅ職として勤務する従業員について、必ず

しも勤務開始後すぐに厚生年金保険に加入させていたわけではなかったこ

と、ⅱ）申立人の雇用保険の被保険者資格取得日と厚生年金保険の被保険

者資格取得日が一致していること、ⅲ）同社は、当時の賃金台帳等を保管

しておらず、ほかに申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことなどを理由とし

て、既に年金記録確認Ａ地方第三者委員会の決定に基づき、平成 22 年８

月 20 日付けで年金記録の訂正は必要ではないとする通知が行われている。 

また、２回目の申立てについて、申立人は、昭和 41 年 12 月 27 日から

42 年 12 月 28 日までの期間にＦ株式会社に勤務し、同年 12 月に病気で入

院した際に健康保険証を使ったことや、43 年１月にＨ県Ｉ市に転居した

ことを思い出したとして申立てを行っているところ、ⅰ）申立人が受診し

たとする医療機関を確認できないこと、ⅱ）申立人に係る戸籍の附票から、

申立人は、42 年１月 15 日に同市に住所を移していることが確認できるこ

と、ⅲ）Ｇ株式会社から提出された申立人に係る労働者名簿の記録と健康

保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿に記載された資格喪失年月日が符

合していること、ⅳ）ほかに申立期間における厚生年金保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことなどを理由とし

て、既に当委員会の決定に基づき、平成 26 年５月 30 日付けで年金記録の

訂正は必要ではないとする通知が行われている。 

今回の申立てに当たり、申立人は、昭和 42 年１月からＣ株式会社に勤

務し、同年５月から厚生年金保険の被保険者資格を取得したとして、同社

に係る申立期間を同年５月１日から 43 年５月１日までの期間に変更して

おり、申立期間当時の事情を知る者として、同社における申立期間当時の

代表取締役の子の名前を挙げているところ、当該代表取締役の子の証言、

申立人に係る戸籍の附票等から、申立人は、申立期間において、Ｄ部署で

Ｅ職として勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、元代表取締役は既に死亡している上、その子は、当時は

確かに高校生であったが、申立期間当時のＣ株式会社における社会保険の

取扱いについては不明と回答していることから、申立人の勤務実態及び厚

生年金保険料の控除について確認できない。 

また、申立人は、申立期間当時の事情を知る者として、申立人がＦ株式

会社に勤務していた当時の同僚二人の名前を挙げているところ、照会に対

し、いずれも申立人のＣ株式会社における勤務実態及び厚生年金保険料の

控除については不明と回答している。 

このほか、申立期間について、年金記録確認Ａ地方第三者委員会及び当

委員会のこれまでの決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



東北（宮城）厚生年金 事案 3579 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年 12 月 20 日から 45 年７月１日まで 

国の記録によれば、Ａ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）に勤務した期

間のうち、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。 

昭和 44 年９月頃にＡ株式会社本社から同社Ｃ営業所に異動し、Ｄ事

業所に就職する直前までＡ株式会社Ｃ営業所に勤務していた記憶がある

ので、申立期間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録によれば、申立人のＡ株式会社に係る離職日は

昭和 44 年 12 月 20 日であることが確認できる上、申立期間当時の同社Ｃ

営業所長は、申立人が申立期間に同社Ｃ営業所に勤務していたかどうかは

記憶が無い旨述べており、申立人が同社の同僚だったとして名前を挙げた

５人のうち、所在が確認できた２人に照会したところ、いずれも申立人の

ことは知っているが、同社を退職した時期は覚えていない旨回答している。 

また、申立人のＡ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に

よれば、資格喪失年月日は昭和 44 年 12 月 20 日であることが確認でき、

当該記録が遡及して訂正されるなど不自然な箇所は見当たらない上、45

年１月６日に被保険者証が返納された旨の押印が確認できる。 

さらに、申立人は、昭和 45 年７月 27 日からＤ事業所において厚生年金

保険被保険者記録が確認できるところ、同事業所の事業主は､申立人は 44

年 12 月頃から勤務したが、同事業所が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのが 45 年７月 27 日であることから、申立人は申立期間において厚生年

金保険に加入していなかった旨述べている上、申立人と同日に同事業所に

おいて厚生年金保険の被保険者資格を取得した同僚も、申立人が同事業所



に 44 年 12 月頃から勤務したのは間違いないが、同事業所が厚生年金保険

の適用事業所となるまでは、自身及び申立人は厚生年金保険に加入してい

なかった旨述べている。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



東北（宮城）厚生年金 事案 3580 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年８月頃から 51 年４月頃まで 

私は、申立期間において、Ａ市にあったＢ株式会社に勤務したが、国

の記録では、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無い。 

Ｂ株式会社での勤務期間中に交付された技能講習修了証を所持してお

り、同社に勤務したのは間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する技能講習修了証を交付したＣ協会Ｄ県支部が保管して

いる申立人に係るＥ技能講習受講申請書によれば、事業主証明欄にＢ株式

会社の社判が押されていることが確認できることから、申立人は、勤務期

間は不明であるが、同社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、事業所記号払出簿によれば、名称をＢ株式会社とする事

業所は見当たらない上、オンライン記録においても、同社が厚生年金保険

の適用事業所であったことは確認できない。 

また、法人登記簿によれば、Ｂ株式会社は昭和 59 年 12 月２日に解散し

ていることが確認できる上、当時の代表取締役は既に亡くなっていること

から、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料控除等について確認すること

ができない。 

さらに、申立人は、当時の経理担当であったとする同僚について記憶し

ているが、姓のみであり、その者を特定することができないことから、申

立人の勤務実態等について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 




